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要約 
 令和 5年 3月 31日に閣議決定された観光庁（2023）の「観光立国推進基本計画」では、

日本にとって観光は「成長戦略の柱であり、地域活性化の切り札である」とされている。

しかし、観光 GDP の比率は 2019 年時点で日本全体の GDP の約 2％であり、世界の主要な

国々と比較して低い。また、コロナ禍以降の訪日外国人の消費額が上昇している点から、

今後の観光産業の成長の可能性や、日本経済への貢献が期待される。 

 日本の観光需要は、長期休暇がある春季や夏季に集中し、繁忙期と閑散期の差が大きい

という課題がある。観光需要の偏りが存在することで宿泊業界は、非正規雇用が多くなり、

従業員の知識やスキルの蓄積による労働生産性向上が制約を受けている。観光需要を平準

化することは、観光産業の安定した収入確保や労働環境の改善に寄与する可能性があり、

特にインバウンド観光は国内旅行市場の偏りを補完する役割を果たすと考えられる。訪日

外国人観光客は日本人観光客と異なり、長期滞在をする傾向があり、また、各国・地域に

よって訪日が盛んになる季節が異なるという特徴がある。 

 日本人の観光は長期休暇がある時期に集中し、冬季に大きく減少するという特徴がある

のに対し、訪日外国人観光客は出発国の区別を除くと、年間を通して比較的需要が安定し

ている。長期滞在することに加え、訪日外国人を誘客することは年間を通した月ごと、平

日での観光の実施による各月の中という 2 つの点で観光需要の平準化に貢献する可能性が

ある。 

 そこで本稿では、「日本の観光はコロナ禍が明け回復傾向にあるが、コロナ禍以前から

継続して観光需要の季節変動が大きいため、宿泊業界の雇用が安定せず生産性が低い」こ

とを問題意識とする。これに基づき、宿泊者数の変動係数改善率の比較と、観光需要の平

準化が生産性に与える影響分析、主要 8カ国・地域の訪日要因分析を行う。 

 先行研究として齋藤（2017）、九鬼・清水（2019）を挙げる。齋藤（2017）では、スペ

インの宿泊業を対象に観光需要の平準化が地域の生産性に与える影響についてコブダグラ

ス型の生産関数を推定し分析している。九鬼・清水（2019）では、被説明変数を宿泊者数

の対数値とし、中国、台湾、韓国からの訪日要因分析を行った。これらの研究の限界は、

日本の宿泊業を対象とした分析は稼働率についてであり、生産性の分析としては間接的な

ものに留まっている点や、多くが対象をアジアに絞って分析を行っている点である。本稿

では、生産性を推定した上で観光需要の平準化の影響を検証すること、宿泊者数の月別デ

ータを用いること、訪日主要 8 カ国・地域を対象に季節性に着目し、コロナ禍後のデータ

を用いることの 4つが新規性である。 

 分析 1 の結果、外国人の訪日は多くの都道府県で観光需要の平準化に貢献していること、

また国・地域によって貢献する都道府県は異なることが示された。また、分析 2 の結果、

外国人宿泊率を高めることは観光需要の平準化につながり、宿泊業界の全要素生産性 

(TFP)に正の影響を与えることが示された。さらに、分析 3の結果、特定の季節における季

節性の高い観光資源が宿泊客数に影響を与え、国籍ごとに異なる訪日要因が存在している

ことが示された。この結果を踏まえ、以下の政策提言を行う。 

【政策提言 1-1：e-learning platformの導入-雪国観光圏-】 

【政策提言 1-2：e-learning platformの導入-東北観光推進機構他-】 

【政策提言 2：観光産業改善地区（TID）の設置】 
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 e-learning platformを地方の DMOで導入することで、ターゲットとなる国・地域にイン

ターネットを通じて直接働きかけ、効率的な誘客を行う。その結果、日本人の観光需要が

減少する冬季の需要を増加させる。また、観光産業改善地区（TID）を設置することで、

DMOにとって自由度の高い、安定した財源の確保を行う。 

 これらの政策によって、安定した財源のもと地方の観光振興を行い、冬季における需要

を増加させ、本稿の目的である「日本の観光需要の平準化することで、宿泊業界の雇用の

安定化と生産性の向上」を実現する。 
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第 1 章 現状分析 
第１節 日本における観光 

第１項 観光の重要性 
 令和 5年 3月 31日に閣議決定された、観光庁（2023）「観光立国推進計画」では、日本

にとって観光は「成長戦略の柱であり、地域活性化の切り札である」とされている。観光

が「成長戦略の柱」とされている理由は、日本には国内外の旅行者を魅了するに値する自

然や文化、食事が存在しており、そしてこの魅力は簡単に失われないからだと考えられる。

それは、他国にとって珍しい明確な四季や日本特有の歴史的な建造物、ユネスコ無形文化

遺産に登録されている和食が存在しているからである。 

 また、観光は学習や社会貢献、地域交流の機会でもある。観光によって地域の魅力を発

見し、愛情や誇りを感じることは持続可能な地域社会の展開を可能にする。さらに観光を

通じた異文化交流は、異文化の尊重の観点から国際的な相互理解にもつながる。 

 そして、観光庁（2023）「観光立国推進基本計画」では、現在の観光は「持続可能性が

地球規模で課題となる中でも変わることなく、国際情勢の複雑化が顕著な今、双方向での

人的国際交流は、むしろその重要さを増している」としている。 

 

第２項 世界と比較した日本の観光 
 第２項では、世界の主要な国々と日本の観光を比較することで、日本の観光の成長の可

能性について考察する。日本の観光を世界の主要な国々と比較するために、国際観光収入

と観光の付加価値を表す日本の「観光 GDP」を用いる。 

 2021 年時点での日本の国際観光収入は 47 億米ドルであり、世界 1 位のアメリカの約 15

分の 1、アジア 1位のマカオの約 3分の 1である2。世界で第 29位、アジアで第 6位に位置

しており、国際観光収入の点において、成長の可能性がある。 

 また、図 1は観光 GDP導入国それぞれの観光 GDP額を表したものである。日本の観光 GDP

は 2019 年時点で 11.2 兆円であり、観光 GDP 導入国の中ではアメリカ、ドイツ、イタリア

に次ぐ規模である3。そして図 2 は、各国の GDP に占める観光 GDP の比率を表したものであ

る。日本は約 2％であり、日本を除く G7の各国の平均である 4％、欧米 7カ国の平均 4.5％

と比べると低いことがわかる。 

 観光産業は成長戦略の柱であり、地域活性化の切り札とされていながらも、成長の可能

性がある。よって、観光分野の成長を維持、拡大することは日本全体の成長に貢献するこ

とが期待できると考えられる。 

 

 
2 国土交通省（2022）「観光の状況」より 
3 国土交通省（2023）「観光施策」より 
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図 1:観光 GDP額の国際比較 

 
出典：国民経済計算（SNA）より筆者作成 

 

図 2:観光 GDP比率の国際比較 

 
出典：国民経済計算（SNA）より筆者作成 

 

第３項 コロナ禍前後の観光の変化 
 新型コロナウイルスの感染拡大は、観光関連産業に甚大な影響を与えた。2020 年にはイ

ンバウンド需要は大きく落ち込み、国内旅行に関しても度重なる緊急事態宣言やまん延防

止等重点措置による行動制限によって大きく減少した。その後、まん延防止等重点措置が

2022年 3月に全面的に解除され、同年 10月には全国旅行支援が開始された。そして、政府

による出入国管理である水際措置が大幅に緩和されてからは、観光の需要が大幅に増加す

るなど回復の傾向が見られている。 

 また、日本における第 3 次産業の活動を指数化した第 3 次産業活動指数から、宿泊業と
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旅行業をコロナ禍前後で比較する4。コロナ禍前を新型コロナウイルスの影響がなかった

2019 年 12 月と定義し、宿泊業は 2020 年 5 月を底に、第 3 波収束以降緩やかな上昇傾向を

見せ、2022 年 10 月頃にはコロナ禍以前の状況まで回復することに成功している。旅行業

は宿泊業に比べて回復は遅れたものの、コロナ禍以前と同程度まで回復することができて

いる。 

 さらに、特に注目したいのがインバウンドである。インバウンドはコロナ禍の影響を大

きく受けたものの 1つである。コロナ禍以前は 2013 年頃からその数は大きく上昇し、2019

年には訪日外国人観光客数が約 3200 万人5に達していた。新型コロナウイルスの感染拡大

によって 2021年には約 21万人にまで減少するも、2023年そして 2024年になり、一気に回

復している。そして、コロナ禍以前に比べて消費額が大きく伸びていることが注目されて

いる。宍戸（2024）はこの背景に円安・物価上昇の影響、そして平均宿泊数の伸びと 1 人

当たりの旅行消費額単価の増加を挙げている。このインバウンドに関しては第 1 章の第 3

節においてさらに詳しく述べる。 

 日本の観光はコロナ禍の影響を受けながらも順調に回復している。インバウンドにおい

てもコロナ禍以前に比べ観光客数が回復し、消費額が上昇している点から日本経済の成長

に貢献できることが示唆される。 

 

第２節 日本の観光の現状 
 本節では、日本の観光における、2014 年度から 2019 年度、そしてコロナ禍が明けた

2023年度以降の宿泊者数について見ていく。 

 

第１項 宿泊に着目した背景 
 本稿では、観光の中でも宿泊に着目している。その理由は、訪日外国人観光客の滞在に

視点を当てているためである。訪問者数では、日帰りや一時的な立ち寄りを含んでしまう。

宿泊者数は、少なくとも 1 日はその地で宿泊をしている点からより観光消費に繋げやすい

ことが予測できる。よって、本稿では観光需要を宿泊者数とする。 

 

第２項 日本の宿泊者の現状 
 図 3 は 2014 年から 2023 年度の日本国内年間延べ宿泊者数の推移を示したものである。

これを見ると日本の年間宿泊者数は 2014 年から 2019 年にかけて順調に成長をしているこ

とがわかる。2020 年からは、コロナ禍によって一度は落ち込むものの、コロナ禍が明け、

まん延防止等重点措置の解除や全国旅行支援の始動、水際措置の大幅な緩和がされた後の

2023 年度にはこの数字を大きく回復させた。コロナ禍以前の 2019 年を超えていることか

ら、日本の観光産業は今後も順調に成長し、重要な産業になっていくことが予測できる。 

 

 
4 国土交通省（2023）「観光施策」より 
5 日本政府観光局より 
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図 3:年間宿泊者数 

 
出典：観光庁「宿泊旅行統計調査」より筆者作成 

 

第３項 月別の宿泊者数の推移 
 図 4 は 2014 年度から 2019 年度、2023 年度の月別インバウンドを含む、宿泊者数の合計

を示したものである。これを見ると日本の観光需要はいくつかの月にピークが集中してい

ることがわかる。ゴールデンウィークや夏季休暇、春季休暇のような長期休暇がある月に

集中しており、毎年の平均は大きくなりつつも同じような動きをしていることが読み取れ

る。2019 年度の 1～3 月は新型コロナウイルスの感染拡大の影響より、大きく減少してい

ることから観光関連産業が受けた打撃の大きさが窺える。 

 

図 4:月別宿泊者数 

 
出典：観光庁「宿泊旅行統計調査」より筆者作成 
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 図 5～7 はそれぞれ中国、オーストラリア、タイに絞り、2014 年度から 2019 年度、2023

年度の月別の推移を示したものである。これらの図から訪日外国人の観光需要の推移には

3 つのパターンがあることが考えられる。 

 1 つ目は、夏季や冬季にピークがあるものの、年間を通して宿泊者が多いパターンであ

り、中国や韓国、台湾などが挙げられる。2 つ目は、オーストラリアや香港のような冬に

大きな需要があるパターンである。そして、3 つ目は、タイやアメリカ、イギリス、フィ

リピンのような春季や秋季に大きな需要があるパターンである。日本には、ウィンタース

ポーツが十分に行える積雪や温泉地が存在し、また、世界的に珍しい四季が明確であるこ

とによって、桜や紅葉が存在していることが影響していると予測できる。 

 

 

図 5:月別中国からの宿泊者数 

 
出典：観光庁「宿泊旅行統計調査」より筆者作成 

 



ISFJ2024 最終論文 
 

11 

 

図 6:月別オーストラリアからの宿泊者数 

 
出典：観光庁「宿泊旅行統計調査」より筆者作成 

 

 

図 7:月別タイからの宿泊者数 

 
出典：観光庁「宿泊旅行統計調査」より筆者作成 

 

第４項 宿泊業界の現状 
 宿泊業界とは、旅行者やビジネス客に一時的に滞在する場所として、ホテルや旅館等の

宿泊施設を提供する産業のことである。第 4 項では、現在の日本の宿泊業界が抱える課題

とその要因について見ていく。現在の日本の宿泊業界が抱える課題は 2つある。 

 1 つ目の課題は、生産性と利益率が低いというものである。日本銀行の北村（2023）は

その要因として以下の 3 点を挙げている。1 点目は、小規模な事業者が多く、食材・アメ
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ニティ・燃料などの調達原価の引き下げが難しいことである。図 8 は宿泊施設における従

業員数の割合を表したものである。宿泊施設の従業員において 4人以下、5人から 9人以下

である宿泊施設が全施設の 78.7％を占め、また、財務省（2022）「法人企業統計調査」に

よると資本金が 1 千万円以下の宿泊業者の割合が大きいことからも小規模な事業者が多い

ことが窺える。2 点目は、自社ホームページを十分に運営できず、誘客・予約に活かせて

いない事業者が多いことである。従業員の高齢化が進行していることもあり、DX を含めイ

ンターネットの活用が困難な状況になっている。3 点目は、旅行需要の季節変動が激しい

ため、非正規雇用が多くなり、従業員の知識・スキルの継続的な蓄積による労働生産性の

向上が制約を受けていることである。これについては第 1 章の第 4 節においてさらに言及

する。 

 

 

図 8:宿泊施設における従業員割合 

 
 

出典：観光庁「宿泊旅行統計調査」より筆者作成 

 

 そして 2 つ目の課題は人手不足である。宿泊業界は他の業界と比較して賃金・有給取得

率が低く、離職率が高いという従業員にとって厳しい待遇である。また、宿泊業界の約 8

割が人手不足を実感している6。 

 

 

 

 
 

6 株式会社宿研（2023）より 
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第３節 インバウンド観光について 

第１項 インバウンド観光とは 
 国土交通省（2023）では、インバウンド観光を「外国人観光客による国内旅行、すなわ

ち、日本に住所を所有しない外国人が、日本国内を旅行すること」と定義している。具体

的には、外国人が観光やビジネス、留学などの目的で日本を訪れ、その滞在中に観光地を

訪れたり、文化体験を行ったりすることを指す。インバウンド観光は、人口減少や少子高

齢化が進む日本において、日本経済の成長や地域の持続可能な発展に欠かせない要素であ

る。 

 

第２項 インバウンド観光の現状と特徴 

（１）訪日外国人観光客数の推移7 
 訪日外国人観光客数は、2019 年までは年々増加していたものの、2020 年から 2022 年は

新型コロナウイルス感染拡大の影響により年間を通じて大きく減少している。また、2022

年 6月の外国人観光客の受け入れ再開、同年 10月の水際措置の大幅緩和などによって徐々

に回復し、2023 年には年間で 2507 万人にまで回復することに成功している。これはコロ

ナ禍以前である 2019年と比較すると 79％の回復8に至っている。 

 2023 年の訪日外国人観光客数を地域別にみると、アジアからの訪日外国人観光客数が

1949.5万人で全体の 77.8％を占めている。また、国別にみると韓国が 695.8 万人と最も多

く、次いで台湾の 420.2 万人、中国の 242.5 万人、香港の 211.4 万人、アメリカ合衆国の

204.6万人となっており、この上位 5カ国で全体の 70.9％を占めた。 

 

（２）訪日外国人観光客数増加の要因 
 コロナ禍以前に顕著に増加したインバウンドの背景について、経済産業省（2023）は出

発国の経済成長と為替レートが訪日外国人数の増加に大きな影響を与えたとした。さらに

ビザの緩和措置や LCC の就航便数増加の寄与も高いことがわかった。実質 GDP については

インバウンドの主体となっている東アジアが高い経済成長を遂げたことで、国民の経済的

な豊かさが向上し、訪日外国人観光客数の増加につながったと示唆する。また、為替レー

トについては対円安名目為替レートでみた円安傾向が訪日人数の増加に寄与していた。 

 

（３）消費額の推移 
 図 9 は品目別消費単価及び平均泊数を示したものである。2023 年の訪日外国人旅行消費

額は 5 兆 3065 億円であり、2019 年と比較して 10.2％増加と過去最高となった。国籍・地

域別にみると台湾が最も大きく、次いで中国、韓国、アメリカ合衆国、香港の順であった。

2019 年と比較すると中国の構成比が低下した一方、韓国やアメリカ合衆国等の構成比が上

昇した。2023 年の観光・レジャー目的の訪日外国人観光客 1 人当たり消費単価はコロナ禍

以前の 2019年と比較して約 4割増加している。また、平均泊数も増加していることがわか

る。 

 

 
7 観光庁「宿泊旅行統計調査」より 
8 中国を除くと 102％の回復 
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図 9:費目別消費単価及び平均泊数 

 
出典：国土交通省「インバウンド消費動向調査」より筆者作成 

 

（４）休暇の違い 
 2022 年の日本の年間休日数は 137.6 日で、イタリアの 139 日とほぼ同水準となっている。

年間休日数が最も多いのはドイツの 142 日である9。年間休日数は日本と外国で大差は無い

ものの、その内訳については異なる。年間休日数のうち年次有給休暇についてみると、労

使協約で合意した平均付与日数はドイツが 30 日、フランスとイタリアが 25 日であり、日

本は 17.6日となっており日本は外国に比べて年次有給休暇による休日が少ない。一方、週

休日以外の休日、すなわち国民の祝日などによる休日は外国の 1.5 倍から 2 倍ある。以上

の点から日本は有給休暇より、祝日などの一斉取得型の休日による休みが主流であること

がわかる。 

 一般に旅行の実施時期は仕事が休みの日であるため、日本人の観光客は祝日や週休日に

集中してしまう。このような観光需要の集中により、観光関連産業が安定した収入を得ら

れない等の問題が生じている。日本と比較して年次有給休暇日数が多く、長期休暇を旅行

が集中する時期とずらし、個別に取りやすい環境にある外国からの訪日観光を促進するこ

とは日本人の観光旅行の閑散期に訪日外国人観光客を受け入れ、収入の安定化に貢献する

ことが期待できる。 

 

第４節 観光需要の平準化 

第１項 観光需要の平準化と現在の取り組み 
 平準化とは不均一な物事を均一にすることである。梅川（2015）は、観光における需要

の平準化を「季節や曜日、天候などによる旅行者、観光客の需要変動が少なくなること」

と定義している。製造業のように在庫が利かない宿泊業や飲食業のような観光関連産業に

とって、生産性向上のためには付加価値や効率性の向上に加え、需要の平準化による効果

は大きいものであるということが考えられる。 

 
9 独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）「データブック国際比較 2024」より 
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 現在、観光庁は日本人による国内旅行需要の平準化を促進するために平日旅行需要喚起

キャンペーンの実施や、休暇を取得しやすい職場環境の整備、休暇取得の分散化の促進に

取り組み、観光産業において観光需要の平準化を目指している。 

 

第２項 観光需要に偏りが生じることの問題点 
 観光需要が偏ることは何が問題なのか、第 2 項ではその問題点について見ていく。観光

需要が偏ることの問題点は 2つある。 

 1 つ目は、観光客がある時期に集中することで、混雑などのオーバーツーリズムの観点

から観光客、受け入れ側の双方の満足度が下がってしまうことである。観光地にキャパシ

ティ以上の観光客が押し寄せることで、人ごみや交通渋滞の発生、景観の悪化、騒音等の

問題が起こり、観光客と観光地の住民の双方が質の高い休日を過ごすことが困難になるこ

とが示唆される。 

 2 つ目は、繁忙期と閑散期の差が大きいことで、宿泊業界の従業員の正規雇用化が進ま

ないために人員の最適化が難しいことである。観光経済新聞（2023）は「雇用の波動性の

大きさは雇用形態や従業員のスキルの蓄積に影響し、労働生産性向上の制約要因となって

いる可能性がある」と言及している。また、矢ヶ崎（2017）では実際に経営者は余分な労

働力を保有しないため、閑散期の需要に合わせて正規雇用者を雇い、繁忙期はパートやア

ルバイトの体制で乗り切ろうとする現状があるとしている。利用者が多い時期に十分な訓

練を受けていない者が接客を行うこととなり、顧客満足度の低下、リピーターの獲得機会

の喪失にもつながることが示唆される。 

 

第３項 観光需要を平準化することの利点 
 では、観光需要を平準化することの利点は何か、第 3 項では観光客、観光地、観光産業

のそれぞれの利点について考察する。 

 観光客にとっての利点は混雑の緩和であると考えられる。休日を利用して観光を行う観

光客にとって、人混みというストレスがないことはゆとりのある旅・休日の実現につなが

ると予測できる。また、ゆとりのある旅・休日の実現によって、それぞれの地域の新たな

魅力の発見につながることが示唆される。 

 観光客を受け入れる側である観光地にとっての利点は、交通渋滞や景観の悪化、騒音等

の問題が改善されることが挙げられる。観光客の集中が緩和されることによってこれらの

問題が改善され、快適な空間での生活が可能になると予測できる。 

 観光産業にとっての利点は、観光需要が平準化されることで年間を通して安定した収入

を確保することが可能となることである。収入が安定することで、正規雇用化による雇用

の安定化や生産性の向上が期待できる。これらは先ほど挙げた宿泊業界の課題の解決にも

直結する。 

 以上の点から観光需要を平準化することはそれぞれにとって利点があり、その必要性が

あることが窺える。 

 

 

 

 

 



ISFJ2024 最終論文 
 

16 

 

第４項 インバウンドが日本の観光需要の平準化に貢献する可能性 

 日本における観光需要の平準化に訪日外国人観光客が貢献する可能性があることを以下

の図によって説明する。 

 図 10は、2014年度から 2019年度、2023年度の日本人観光客の月別の推移を表したもの

である。図 10から日本人は春季休暇や夏季休暇がある時期に需要が偏っていること、冬季

に大きく減少していることが改めて確認できる。 

また図 11は、2014 年度から 2019年度、2023年度の訪日外国人観光客の月別の推移を表

したものである。図 11 から訪日外国人観光客は出発国の区別を無くすと、年間を通して比

較的需要が安定していることがわかる。休暇制度等の要因から、日本人の需要を変動させ

ることは困難であることが示唆されるため、需要が大きく落ち込む冬季に訪日外国人観光

客を誘客することで、日本の月ごとの観光需要の平準化に貢献できると考えられる。 

 

図 10: 月別日本人宿泊者数 

 
出典：観光庁「宿泊旅行統計調査」より筆者作成 
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図 11:月別訪日外国人宿泊者数 

 
出典：観光庁「宿泊旅行統計調査」より筆者作成 

 

 また、第 3 節第 2 項で言及したように、訪日外国人観光客はその平均泊数の多さから平

日を含めた長期滞在型の観光を行っていることが窺える。つまり訪日外国人観光客によっ

てそれぞれの月の中での観光需要の平準化にも貢献できることが考えられる。 

 以上の点から、訪日外国人観光客は年間を通した月ごと、そして平日での観光の実施に

よる各月の中という 2 つの点で観光需要の平準化に貢献する可能性があることが示唆され

る。 

 

第２章 問題意識 
 日本にとって観光業は「成長戦略の柱であり、地域活性化の切り札」である。さらに観

光業は今後も成長していくことが予測できる。しかし、現在の宿泊業界は観光需要の季節

変動が存在することによって、雇用が安定せず生産性が低いという課題が存在する。近年

は、円安などの影響から訪日外国人観光客数が増加している。また、日本人観光客の需要

は夏季がピークであり休暇制度の観点からこの需要を変動させることは困難であることが

示唆される。訪日外国人観光客は国ごとに需要のピークに違いがあり、訪日外国人観光客

数が日本の観光需要の平準化に貢献する可能性がある。 

 そこで本稿では、「日本の観光はコロナ禍が明け回復傾向にあるが、コロナ禍以前から

継続して観光需要の季節変動が大きいため、宿泊業界の雇用が安定せず生産性が低い」こ

とを問題意識とする。本稿ではまず、変動係数を算出し、その改善率を比較することで、

訪日外国人観光客が日本の観光需要の平準化に貢献していることを検証する。次に、観光

需要を平準化することが宿泊業界の生産性に与える影響を分析する。そして、訪日外国人

観光客は何を決め手に観光する時期や場所を選択するのか、その訪日要因を明らかにする。

以上の分析を踏まえ、この問題を解決するために需要が高まっているインバウンド観光を

活用することを提案する。 
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第３章 先行研究と本稿の意義 
第１節 観光需要平準化の有効性に関する研究 
 本節では、観光需要を平準化することの有効性に関する先行研究を示す。 

 まず、齋藤（2017）では、スペインの宿泊業を対象に観光需要の季節変動が地域の生産

性に与える影響について、コブダグラス型の生産関数を推定する。そして導出された全要

素生産性（TFP）を、繁忙期の宿泊者数を表す月別延べ宿泊者数の年間最大値と季節変動

を表す変数に回帰し、重回帰分析をした。その結果、繁忙期における観光客の誘致と季節

変動の削減はいずれも宿泊業の生産性を高める効果が期待されることが示唆された。また、

生産性を地域別にみると、地中海沿岸地域は季節変動の削減よりも繁忙期の宿泊者数増加

の結果が生産性向上に影響を与えることが示されている。Saito・Romão（2017）において、

齋藤（2017）の分析モデルの詳細が示されており、TFP は労働投入量、資本投入量の係数

を推定し、残差によって求めていることが明確になった。他にも、全要素生産性を被説明

変数として分析している論文としては、中西（2017）があり、生産関数を推定する際に、

生産要素の労働投入量として従業員数に年間労働時間数を乗じて労働時間を採用していた。 

 森川（2015）では、外国人旅行者が宿泊業の生産性に与える影響について、客室稼働率、

定員稼働率を被説明変数、外国人宿泊比率を説明変数として固定効果モデルで分析してい

る。観光庁「宿泊旅行統計調査」のデータを用いて分析したが、生産要素となる労働投入

量のデータが公表されていない。そのため、生産関数を推定できず、生産性の分析として

は間接的な結果にとどまってしまっている。結果として、外国人宿泊者数の増加は、宿泊

総数の増加を通じた量的な効果に加えて、需要平準化効果を通じて宿泊業の稼働率に対し

て大きな正の効果を持つことが示唆された。また、森川（2015）を発展させた森川（2016）

では、従業者数を含むミクロレベルのパネルデータを使用して生産関数を推計し、宿泊業

の生産性に対する外国人旅行客の効果を固定効果モデルで分析した。その結果、訪日外国

人旅行者の増加は、宿泊サービスへの需要増加という数量効果と需要平準化効果を通じて、

宿泊業の計測される全要素生産性（TFPQ）の向上に寄与していることが示された。しかし、

繁忙期における宿泊者の誘致による生産性への影響は考慮されていない。 

 

第２節 インバウンドの訪日要因に関する研究 
 本節では、インバウンドの訪日要因、影響に関する先行研究を示す。 

 九鬼・清水（2019）は中国、台湾、韓国からの訪日要因分析を行った。被説明変数を宿

泊者数とし、説明変数に知名度や世界遺産、百貨店数の他、為替変動や交通要因である直

行便の有無を加え、さらに地方、時間、季節について固定効果をコントロールして分析し

た。その結果、直行便と為替が宿泊者数に強い影響を与えることを示した。戴（2012）は

中国の観光市場の大きさを述べた上で、中国人年間延べ宿泊者数を被説明変数にし、訪日

中国人観光客の旅行先分布の影響の要因分析をした。宿泊者数が日本各地の知名度や商業

繁華度に大きく依存することを明らかにした他、文化財やホテル価格指数は影響を与えな

いことを示した。 

 上記はアジア圏を分析対象としているが、花谷（2022）は 2003 年から 2019 年のアジア、

欧米各国の年別データを用いて、グラビティモデルで訪日要因を探る研究を行った。出発



ISFJ2024 最終論文 
 

19 

 

国側の経済規模が正、日本との距離が負に影響与える結果に加え、アジア圏では特にビザ

免除措置が影響を強く与える他、東日本大震災の負の影響も定量的に明らかにした。 

 海外のインバウンドの事例に関する研究では Vietze、Christoph（2012）がアメリカで

の観光客流入について出発国の GDP の高さや距離の近さに加え、出発国側の英語圏やキリ

スト教国という文化的側面の影響を示した。 

 

第３節 本稿の意義 

 本節では、先行研究の課題や限界について述べた上で、本稿の新規性をあげる。 

 1 つ目は我々の調査の限りでは、日本における観光需要の平準化の有効性について生産

関数を推定し、定量的に示した分析は少ない。平準化の有効性を分析する研究の多くは、

稼働率を被説明変数とした分析で生産関数を推定しておらず、生産性の分析としては間接

的なものにとどまっている。これは、労働投入量のデータを取得しにくいことが原因であ

る。2 つ目は、分析の多くが年別データを用いて分析を行っていることである。年別デー

タでは月や季節の変動が考慮されていない。3 つ目は、訪日インバウンドの要因分析の対

象がその多くがアジア圏の内、特に訪日客の多い中国や韓国といった国や地域に限られて

いる点にある。アジア圏の従来のインバウンド市場の重要性に加え、日本から遠く離れた

欧米からのインバウンド客についても分析対象として重要だと考えられる。第 2 節で示し

た先行研究はそれぞれ上記の課題を満たすが、2 つを同時に満たしておらず、限界といえ

る。4つ目はコロナ禍以前の分析に限られていることである。 

 以上の課題を踏まえ、本稿では以下の 4 つを新規性とする。1 つ目は、生産関数を推定

した上で、日本における繁忙期の観光客誘致と観光需要の平準化が生産性に与える影響を

検証している点である。2 つ目は、宿泊者数の月別データを用い、都道府県ごとの固有効

果を考慮したうえで季節性に着目して分析を行った点である。3 つ目は、東アジアに限ら

ず、訪日主要 8カ国・地域を対象にする点である。4つ目は、2020年から 2022年のコロナ

禍を除き、2023 年のインバウンドが回復しつつある現在も含め、得られるデータを用いて

分析を行う点である。 

 

第４章 分析 
第１節 分析の方向性 
 本稿では、「日本の観光はコロナ禍が明け回復傾向にあるが、コロナ禍以前から継続し

て観光需要の季節変動が大きいため、宿泊業界の雇用が安定せず生産性が低い」ことを問

題意識とし、宿泊者数の変動係数によって訪日外国人観光客が日本の観光需要の平準化に

貢献していることを示す。そして、観光需要を平準化することの有効性と、各国・地域の

訪日外国人観光客の訪日要因に関する定量分析を行う。分析の枠組みを図 12 に示す。 

 まず、インバウンドが観光需要の平準化に貢献していることを示すために、宿泊者数の

変動係数を算出し、改善率による比較を行う。これを分析 1 とする。次に、観光需要を平

準化することが宿泊業界の生産性に与える影響を分析する。これを分析 2 とする。そして、

訪日主要 8カ国・地域ごとの訪日要因分析を行う。これを分析 3とする。 
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図 12:分析の方向性 

 
出典：筆者作成 

 

第２節 宿泊者数の変動係数改善率の比較分析 
第１項 分析概要 
 本分析の目的は、インバウンドが観光需要の平準化に貢献していることを明らかにする

ことである。2020 年から 2022 年は新型コロナウイルス感染拡大の影響から訪日外国人観

光客が大きく減少しているため、2014 年から 2019 年、そしてコロナ禍明けの 2023 年の 7

時点でのデータを採用している。まず、月ごとの観光需要の変動の大きさを表す変動係数

を月別延べ宿泊者数によって都道府県ごとに算出する。そして、外国人が訪日することに

よる変動係数の改善率を都道府県ごとに算出し、その比較を行う。 

 

第２項 変動係数と改善率の算出方法及びデータと出典 
 本分析では 2014年から 2019年、2023年の 7時点での 47都道府県ごとの月別延べ宿泊者

数を用いて変動係数を算出している。また、全訪日外国人と訪日主要 8 カ国・地域である

中国、韓国、香港、台湾、タイ、アメリカ、オーストラリア、イギリスのそれぞれで変動

係数ならびに改善率を算出している。それぞれの算出方法は塩谷（2015）に倣い、以下の

ように求めている。 

 まず、日本人及び、全訪日外国人と訪日主要 8 カ国・地域の月別宿泊者数の標準偏差を

月別宿泊者数の平均で割ることで、それぞれの変動係数を算出する。変動係数は月ごとの

観光需要の変動の大きさを表す指標であり、値が大きくなるほど変動が大きいことを示す。 

 そして、改善率は日本人宿泊者の変動係数から全訪日外国人及び訪日主要 8 カ国・地域

の中で改善率を求めたい国籍と日本人宿泊者の合計の変動係数との差を取り、日本人宿泊

者の変動係数で割ったものである。なお、百分率表記にしている。改善率はインバウンド
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観光による観光需要の平準化の改善度合いを示したものであり、値が大きくなるほど貢献

していることを示す。また、負の値は観光需要の偏りが強くなっていることを示している。 

 変動係数を算出するにあたり、観光庁「宿泊旅行統計調査」の各都道府県の月別延べ外

国人宿泊者数、国籍ごとの月別延べ宿泊者数のデータを採用した。また、月別日本人宿泊

者数に関しては月別延べ宿泊者数から月別延べ外国人宿泊者数の差を取ることで算出した。 

 

第３項 仮説 

 現状分析より日本人の旅行の時期と訪日外国人観光客の旅行の時期は違いがあることが

わかる。このことから「多くの都道府県で改善率は正の値を取り、インバウンドが観光需

要の平準化に貢献している」という仮説を設定する。 

 

第４項 結果及び結果の解釈 

 まず、コロナ禍前である 2019 年とコロナ禍後の 2023 年の全訪日外国人による変動係数

の改善率が上位 20の都道府県の結果が表 1、2である。 

 

表 1:都道府県別 2019年全訪日外国人による改善率 

 
出典：筆者作成 
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表 2:都道府県別 2023年全訪日外国人による改善率 

 
出典：筆者作成 

 

 2019年では合計 44の都道府県が全訪日外国人による変動係数の改善率が正の値となり、

2023 年では合計 20 の都道府県が正の値となった。また、改善率の大きさには差があるも

のの、2019年と 2023 年の上位 20の都道府県のうち、12の都道府県が共通であった。 

 コロナ禍前である 2014 年から 2019 年に関しては、訪日外国人観光客の増加に加え、各

都道府県の改善率は上昇しており、また順位に大きな差はなかった。 

 2023 年に関しては、コロナ禍が明けたことや円安等の影響により、夏以降に急激な訪日

外国人観光客数の上昇を見せていることから改善率が芳しくなかったと考えられる。 

 次に、全訪日外国人及び、主要 8 カ国・地域からの訪日宿泊者数が、都道府県の変動係

数の改善にどの程度貢献しているのかを表しているのが表 3である。 
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表 3:各国・地域からの訪日によって改善率の向上した都道府県数 

 
出典：筆者作成 

 

 各国・地域が変動係数の改善に貢献する都道府県やその度合いは異なるものの、どの

国・地域からの宿泊者でも多くの都道府県に貢献していることが示唆される。また、各

国・地域がどこの都道府県に貢献しているかは、年によって大きな差はなかった。 

 

第３節 観光需要の平準化が宿泊業の生産性に

与える影響分析 
第１項 分析概要   
 本節では、観光需要の平準化が地域の生産性に与える影響を分析する。この分析では、

斎藤（2017）にならい、従業員数または労働時間と客室数を生産要素としたコブダグラス

型の生産関数を推定して全要素生産性（TFP）を導出した。続いて全要素生産性（TFP）を

被説明変数、繁忙期の宿泊者数を表す月別延べ宿泊者数の年間最大値(𝑚𝑎𝑥)𝑟𝑡と季節変動

を表す変動係数(𝑒𝑛𝑑𝑜𝑢)𝑟𝑡を説明変数として生産性に与える影響を分析する。この際、森川

（2016）で観光需要の平準化効果を表す変数として説明変数に含めていた外国人宿泊率

(𝑔𝑎𝑖𝑘𝑜𝑘𝑢)𝑟𝑡も説明変数として採用する。尚、変数の詳細に関しては本節第 3 項で説明する。

都道府県の固有効果を考慮するため固定効果モデルを用いてパネルデータ分析を行い、観

光需要の平準化が地域の生産性に与える影響を定量的に明らかにする。5 年おきに公表さ

れている経済センサスの従業員数のデータ、毎年公表されている賃金構造基本統計調査の

従業員数のデータの 2 つに分けて分析を行うため、2009 年・2012 年・2014 年・2016 年の

4時点のデータを採用した分析と 2014年から 2019年までの 6年分のデータを採用した分析

を行う。 

 

第２項 分析モデル 
 本節では、2009年・2012年・2014年・2016年の 4時点での 47都道府県別パネルデータ

を使用した分析と 2014年から 2019年までの 6年分の 47都道府県別パネルデータを使用し

た分析を行った。観測数はそれぞれ 188 と 282 である。都道府県において時間を通じて変

わらない固有効果をコントロールするため固定効果モデルを用いて分析を行った。 

 まず、第 1 段階として、上記のパネルデータを基に生産関数を推定し、全要素生産性

(𝑇𝐹𝑃)𝑟𝑡を導出する。ここで、ｒは都道府県、ｔは年を表す。生産量は延べ宿泊者数 
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(𝑠𝑡𝑎𝑦)𝑟𝑡 とし、生産要素として従業員数 (𝑤𝑜𝑟𝑘𝑒𝑟)𝑟𝑡 または労働時間 (𝑡𝑖𝑚𝑒)𝑟𝑡 と客室数 
(𝑟𝑜𝑜𝑚)𝑟𝑡 を用いる。 

 分析モデルは以下の通りである。 

 

モデル式 1 
𝑙𝑛 (𝑇𝐹𝑃) 𝑟𝑡 = 𝑙𝑛 (𝑠𝑡𝑎𝑦) 𝑟𝑡 − 𝛽1𝑙𝑛 (𝑤𝑜𝑟𝑘𝑒𝑟) 𝑟𝑡 − 𝛽2𝑙𝑛 (𝑟𝑜𝑜𝑚) 𝑟𝑡 

 
モデル式２ 

𝑙𝑛 (𝑇𝐹𝑃) 𝑟𝑡 = 𝑙𝑛 (𝑠𝑡𝑎𝑦) 𝑟𝑡 − 𝛽3𝑙𝑛 (𝑡𝑖𝑚𝑒) 𝑟𝑡 − 𝛽4𝑙𝑛 (𝑟𝑜𝑜𝑚) 𝑟𝑡 
 

β₁～β₄は推定する各変数のパラメータであり、これらを推定することにより、残差に

よって全要素生産性(𝑇𝐹𝑃)𝑟𝑡を導出する。 

 次に、第 2 段階として、推定された全要素生産性(𝑇𝐹𝑃)𝑟𝑡を、繁忙期の宿泊者数を表す月

別延べ宿泊者数の年間最大値(𝑚𝑎𝑥)𝑟𝑡と季節変動を表す変動係数(ℎ𝑒𝑛𝑑𝑜𝑢)𝑟𝑡、外国人宿泊率
(𝑔𝑎𝑖𝑘𝑜𝑘𝑢)𝑟𝑡、年ダミー𝑑𝑡に回帰したものと、月別宿泊率の年間最大値(𝑚𝑎𝑥𝑟𝑖𝑡𝑢)𝑟𝑡と季節

変動を表す変動係数(ℎ𝑒𝑛𝑑𝑜𝑢)𝑟𝑡、外国人宿泊率(𝑔𝑎𝑖𝑘𝑜𝑘𝑢)𝑟𝑡、年ダミー𝑑𝑡に回帰したものに

分けて分析した。尚、変数の詳細に関しては本節第 3項で説明する。 

 分析モデルは以下の通りである。 

 

モデル式１ 
𝑙𝑛 (𝑇𝐹𝑃) 𝑟𝑡 = 𝛼 + 𝛾1𝑙𝑛 (𝑚𝑎𝑥) 𝑟𝑡 + 𝛾2(ℎ𝑒𝑛𝑑𝑜𝑢)𝑟𝑡 + 𝛾3(𝑔𝑎𝑖𝑘𝑜𝑘𝑢)𝑟𝑡 + 𝑑𝑡 + 𝑢𝑟 + 𝜖𝑟𝑡   

 

モデル式２ 
𝑙𝑛 (𝑇𝐹𝑃) 𝑟𝑡 = 𝛼 + 𝛿1(𝑚𝑎𝑥𝑟𝑖𝑡𝑢)𝑟𝑡 + 𝛿2(ℎ𝑒𝑛𝑑𝑜𝑢)𝑟𝑡 + 𝛿3(𝑔𝑎𝑖𝑘𝑜𝑘𝑢)𝑟𝑡 + 𝑑𝑡 + 𝑢𝑟 + 𝜖𝑟𝑡 

 

𝑢𝑟は誤差項、𝜖𝑟𝑡  は固有効果を示し、α は定数項、𝛾1～𝛾3、𝛿1～𝛿3は各変数のパラメータ

である。 

 この分析では、斎藤（2017）を参考に、固定効果モデルを採用した。データの取り方に

よる差異や全要素生産性(𝑇𝐹𝑃)𝑟𝑡の算出方法による差異を考慮してより頑健性のある結果を

得るため、表 4 に示すように 1 段階を 4 つのパターンに分けて分析し、表 5 に示すように

2 段階を 8つのパターンに分けて分析した。分類方法は以下の表の通りである。 

 

表 4:本分析（1段階）の分類 

 
出典:筆者作成 
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表 5:本分析（2段階）の分類 

 
出典:筆者作成 

 

第３項 データと出典 
本項では、分析に用いた変数のデータと出典について説明する。また、基礎統計量及び

相関係数表を掲載する。  

 

（１）被説明変数 
 被説明変数として、第 1段階では ln宿泊者数、第 2段階では lnTFPを設定した。 

 ln 宿泊者数は、各都道府県の日本人宿泊者数と訪日外国人宿泊者数を合わせた全宿泊者

数に自然対数をとった値である。観光庁「宿泊旅行統計調査」より2009年・2012年、2014

年から 2019年の延べ宿泊者数のデータを取得した。斎藤（2017）は生産関数を推定する際

に生産量を年間延べ宿泊者数としていたため、先行研究にならい被説明変数として採用し

た。 

 lnTFPは、1段階でコブダグラス型生産関数を推定して、残差により導出した自然対数を

とった値である。全要素生産性（TFP）は、労総生産性では考慮できない資本投入による

生産性を考慮することができ、複数の要素の生産性を同時に考慮できる包括的な生産性の

指標であるため斎藤（2017）にならって採用した。 

 

（２）説明変数 
 生産関数を推定する際に生産要素となる説明変数として、ln 従業員数、ln 労働時間、 

ln 客室数を設定した。 

  ln 従業員数は、各都道府県の従業員数に自然対数をとった値である。総務省「経済セ

ンサス」（基礎調査・活動調査）より取得可能であった 2009 年・2012 年・2014 年・2016

年の従業員数のデータを取得した。また、毎年公表されているデータを用いて比較するた

め、厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より 2014 年から 2019 年までの従業員数のデー

タを取得した。ただし、厚生労働省「賃金構造基本統計調査」は賃金に関するデータの取
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得を目的にしたデータであり、賃金に関する調査を行った複数事業所の従業員数を足して

従業員数を計算しているため、総務省「経済センサス」に記載されている従業員数のデー

タと大きく乖離がある点に留意すべきである。斎藤（2017）は生産関数を推定する際に生

産要素として従業員数を使用していたため、本分析でも先行研究にならい説明変数として

採用した。 

 ln 労働時間は、上記で求めた従業員数に都道府県別の 1 人あたり年間労働時間を乗じ自

然対数値をとった値である。厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より都道府県別の 1 人

あたり年間労働時間のデータを取得した。生産関数を推定する際の労働投入量を表す変数

として採用した。 

 ln 客室数は、各都道府県の宿泊施設における全客室数に自然対数をとった値である。観

光庁「宿泊旅行統計調査」より宿泊可能な客室数のデータを取得した。生産関数を推定す

る際の資本投入量を表す変数として採用した。 

 また、全要素生産性（TFP）に影響を与える説明変数として、ln 月別延べ宿泊者数の年間

最大値、月別宿泊率の年間最大値、変動係数、外国人宿泊率を設定した。 

 ln 月別延べ宿泊者数の年間最大値は、各都道府県において、1 年間の中で最も宿泊者数

が多かった月の宿泊者数を自然対数として取った値である。観光庁「宿泊旅行統計調査」

より月別延べ宿泊者数のデータを取得して Stata で都道府県別に年間最大値を求めたもの

である。斎藤（2017）は繁忙期の宿泊者数を表す指標としてスペインの地域別・月別延べ

宿泊者数の年間最大値のデータを使用し、繁忙期の観光客の増加が全要素生産性に影響を

与えるのかを分析していた。本分析でも先行研究にならい説明変数として採用した。 

 月別宿泊率の年間最大値は、上記で求めた月別延べ宿泊者数の年間最大値を都道府県別

に年間宿泊者数で割って百分率で表したものである。先行研究にならって採用した月別延

べ宿泊者数の年間最大値は、都道府県により宿泊者数が大きく増減していたため、都道府

県ごとの宿泊者数の母数の違いを考慮するために採用した。 

 変動係数は、月別延べ宿泊者数の標準偏差を平均で割って求めたものである。観光庁

「宿泊旅行統計調査」より月別延べ宿泊者数のデータを取得した。斎藤(2017)は季節変動

を表す指標として変動係数を使用していたため、本分析でも先行研究にならい説明変数と

して採用した。 

 外国人宿泊率は、都道府県別に外国人宿泊者数を全宿泊者数で割って百分率で表したも

のである。観光庁「宿泊旅行統計調査」より宿泊者数、全宿泊者数のデータを取得して求

めた。森川（2016）は外国人宿泊比率が稼働率に与える影響を分析し、訪日外国人宿泊者

数の増加は、需要平準化効果を通じて宿泊業の稼働率に対して大きな正の効果を持つこと

を分析していた。本分析でも先行研究にならい説明変数とした。 

 

（３）コントロール変数 
 固定効果モデルではコントロールできない年ごとに変化する効果を考慮するため、年ダ

ミーを作成した。年ダミーは経済センサスのデータを用いた分析では 2009年、賃金構造基

本統計調査のデータを用いた分析では 2014年をベースとした。宿泊者数は月や年の影響を

強く受けると考えられるためコントロールする。 
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表 6:変数の出典 

 
出典：筆者作成 

 

 表 7 で経済センサスのデータを用いた場合の基礎統計量を、表 8 で賃金構造基本統計の

データを用いた場合の基礎統計量を示す。また、表 9と表 10で経済センサスのデータを用

いた分析の相関係数表を掲載する。 

 

表 7:記述統計量 

 
出典：筆者作成 

 

表 8:記述統計量 

 
出典：筆者作成 
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 表 9 の相関係数表は生産関数を推定する際に用いた説明変数同士の相関、表 10相関係数

表は TFP を被説明変数とした重回帰分析の際に用いた説明変数同士の相関を示す。残りの

相関係数表は経済センサスを用いた分析の相関係数表と大きく差がなかったため省略する。

なお、相関係数は ln 客室数と ln 従業員数、ln 客室数と ln 労働時間に 0.80 以上の高い相

関がみられたが、VIF 検定により多重共線性の問題は棄却された。上記以外の変数につい

て比較的高い相関があるものについては VIF 検定を行い、強い相関がないことを確認した。 

 

表 9:相関係数表（第 1段階） 

出典:筆者作成 

       

表 10:相関係数表（第 2段階） 

 
出典:筆者作成 
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第４項 仮説 
 従業員数や労働時間、客室数が増えると供給量が増えるため、宿泊者数は増加すると考

える。また、繁忙期の宿泊者数が増えると効率が上がり、全要素生産性（TFP）も上昇す

ると考える。一方で、季節によって宿泊者数の変動が大きいと客室や雇用を十分に使うこ

とができず、全要素生産性（TFP）が下がると考える。 

 現状分析より、訪日外国人宿泊者は日本人宿泊者に比べて宿泊日数が長く、時期も日本

人宿泊者と異なることがわかり、本章の第 2 節より、訪日外国人宿泊者によって変動係数

が改善されて観光需要の平準化に貢献していることがわかった。このことから、外国人宿

泊率が高まると観光需要が平準化され、全要素生産性（TFP）も上昇すると考える。 

 以上のことから、「被説明変数の ln宿泊者数に対して ln従業員数、ln労働時間、ln客

室数はすべて正に影響する」、「被説明変数の lnTFP に対して ln月別延べ宿泊者数の年間

最大値、月別宿泊率の年間最大値、外国人宿泊率は正に影響し、変動係数は負に影響する」

という仮説を設定する。 

 

第５項 推定結果及び結果の解釈 
 本項では分析結果及びその解釈を示す。本分析では固定効果モデルを採用し、推定にあ

たってはクラスターロバスト標準誤差を用いた。 

 データの取り方による差異や全要素生産性(𝑇𝐹𝑃)𝑟𝑡の算出方法による差異を考慮してより

頑健性のある結果を得るため、1 段階を①経済センサスの従業員数のデータ、労働投入の

生産要素は従業員数、②賃金構造基本統計調査の従業員数のデータ、労働投入の生産要素

は従業員数、③経済センサスの従業員数のデータ、労働投入の生産要素は労働時間、④賃

金構造基本統計調査の従業員数のデータ、労働投入の生産要素は労働時間の 4 つのパター

ンに分けている。表 11に分析結果を示す。 

 

表 11:推定結果（第 1段階） 

 
出典：筆者作成 



ISFJ2024 最終論文 
 

30 

 

     

 推定結果から、ln 客室数はすべての分析において有意に正であり、この点に関しては仮

説が支持された。一方で、労働投入量を表す ln 従業員数はすべてにおいて有意な結果が得

られず、ln 労働時間については③の分析のみ 5％水準で有意に正となった。また、経済セ

ンサスの従業員数を用いた①③の分析と賃金構造基本統計調査の従業員数を用いた②④の

分析では、パラメータや分析結果に大きな差はみられなかった。労働投入量については、

すべてにおいて有意に正な結果を得られたわけではないが、労働投入量を表すほかの生産

要素のデータが都道府県別・年別に公表されていないため、本分析では上記より導出した

TFPを用いて分析を行う。 

 また、2 段階も 1 段階と同様に、データの取り方による差異や全要素生産性(𝑇𝐹𝑃)𝑟𝑡の算

出方法による差異を考慮してより頑健性のある結果を得るため、①経済センサスの従業員

数のデータ、労働投入の生産要素は従業員数、説明変数は繁忙期の宿泊者数を表す月別延

べ宿泊者数の年間最大値、②経済センサスの従業員数のデータ、労働投入の生産要素は労

働時間、説明変数は繁忙期の宿泊者数を表す月別延べ宿泊者数の年間最大値、③賃金構造

基本統計調査の従業員数のデータ、労働投入の生産要素は従業員数、説明変数は繁忙期の

宿泊者数を表す月別延べ宿泊者数の年間最大値、④賃金構造基本統計調査の従業員数のデ

ータ、労働投入の生産要素は労働時間、説明変数は繁忙期の宿泊者数を表す月別延べ宿泊

者数の年間最大値、⑤経済センサスの従業員数のデータ、労働投入の生産要素は従業員数、

説明変数は月別宿泊率の年間最大値、⑥経済センサスの従業員数のデータ、労働投入の生

産要素は労働時間、説明変数は月別宿泊率の年間最大値、⑦賃金構造基本統計調査の従業

員数のデータ、労働投入の生産要素は従業員数、説明変数は月別宿泊率の年間最大値、⑧

賃金構造基本統計調査の従業員数のデータ、労働投入の生産要素は労働時間、説明変数は

月別宿泊率の年間最大値の 8 つのパターンに分けて分析を行った。表 12 と 13 に分析結果

を示す。 

 

表 12:推定結果（第 2段階） 

 
出典：筆者作成 
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表 13:推定結果（第 2段階） 

 
出典：筆者作成 

      

 生産関数を推定する際に労働投入量として従業員数、労働時間の 2 つのモデルに分けて

分析したが、表 12 と 13 の分析結果から、労働投入量の指標の違いによる推定結果の大き

な差異はなかった。また、第 1 段階とは異なり、経済センサスの従業員数データを用いた

分析結果と賃金構造基本統計調査の従業員数データを用いた分析結果の間には違いがみら

れた。ln 月別延べ宿泊者数の年間最大値はすべての分析結果において有意に正となった。

一方で、月別宿泊率の年間最大値は賃金構造基本統計調査の従業員数データを用いた⑦⑧

の分析結果のみ有意に正となった。また、変動係数については経済センサスの従業員数デ

ータを用いてほかの説明変数として、月別宿泊率の年間最大値ではなく、ln 月別延べ宿泊

者数の年間最大値を加えた分析①②の分析結果のみ有意に正となった。外国人宿泊率につ

いては ln月別延べ宿泊者数の年間最大値と同様にすべての分析結果において有意に正とな

った。 

 以上のことから、外国人宿泊率を高めることは、観光需要の平準化につながり、全要素

生産性（TFP）に正の影響を与えると示唆される。また、繁忙期に宿泊者を誘致すると全

要素生産性（TFP）に正の影響を与えることが考えられるが、これは都道府県ごとの従来

の宿泊者数の差異までは十分に考慮できていない結果である。 

 

第４節 訪日観光客の訪問宿泊の選択要因分析 
第１項 分析概要  
 第３節では観光需要の平準化が地域の生産性に与える影響分析を行った。その結果、訪

日外国人宿泊者数が増えると観光需要が平準化され、全要素生産性(TFP)に影響を与える

ことが示された。これを踏まえ、本分析では訪日外国人観光客がどのような要因で各都道

府県の宿泊地を選択しているのか明らかにする。現状分析第２節の第２項において中国、
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オーストラリア、タイの訪日宿泊数を取り上げ、その要因について予測を述べた。本分析

ではその予測について、さらにどの季節に、どのような要因で訪問宿泊するのか定量的に

示す。分析対象は訪日主要８つの国・地域からの都道府県ごとの延べ宿泊者とし、2017 年

から 2019年とコロナ禍を経た 2023年と 2024年 6月までの月別データを分析年度とする。

DBJ・JTBF が行ったアジア・欧米豪訪日外国人旅行者の意向調査に基づき、特に季節性の

高い要因を表す変数を設定し、各都道府県の固有効果を考慮した固定効果モデルを用いた

パネルデータ分析を行う。 

 

第２項 分析モデル 
本分析では 2017年 1月〜2019年 12月、2023年 1月〜2024年 6月の各月の、都道府県別

パネルデータを利用した。観測数は 8 つの国・地域のうち 6 つが 2538、残る 2 か国につい

ては 2536、2537である。都道府県において時間を通じて変わらない固有効果をコントロー

ルするため、固定効果モデルを用いて分析を行った。 

 モデル式については、第３項で詳説する２つの説明変数間に強い相関が見られたため、

以下の通り 2つ設定した。 

 

モデル式１ 
𝑙𝑛 (𝑆𝑡𝑎𝑦) 𝑖𝑗𝑡 = 𝛼 + 𝛽1(𝑃𝑎𝑟𝑘𝑖𝑡 × 𝑆𝑒𝑎𝑠𝑜𝑛) + 𝛽2 𝑙𝑛 (𝑆𝑘𝑖) 𝑖𝑡 + 𝛾1 𝑙𝑛 (𝐺𝐷𝑃) 𝑗𝑡 + 𝛾2𝐹𝑙𝑖𝑔ℎ𝑡𝑖𝑗𝑡

+ 𝛾3 𝑙𝑛 (𝑅𝑜𝑜𝑚) 𝑖𝑡 + 𝛾4𝑊𝑒𝑎𝑡ℎ𝑒𝑟𝑖𝑡 + 𝑉𝑡 + 𝑢𝑖 + 𝜀𝑖𝑡  
 

モデル式２ 
𝑙𝑛 (𝑆𝑡𝑎𝑦) 𝑖𝑗𝑡 = 𝛼 + 𝛽3(𝑂𝑛𝑠𝑒𝑛𝑖𝑡 × 𝑆𝑒𝑎𝑠𝑜𝑛) + 𝛽4 𝑙𝑛 (𝑆𝑘𝑖) 𝑖𝑡 + 𝛿1 𝑙𝑛 (𝐺𝐷𝑃) 𝑗𝑡 + 𝛿2𝐹𝑙𝑖𝑔ℎ𝑡𝑖𝑗𝑡

+ 𝛿3 𝑙𝑛 (𝑅𝑜𝑜𝑚) 𝑖𝑡 + 𝛿4𝑊𝑒𝑎𝑡ℎ𝑒𝑟𝑖𝑡 + 𝑉𝑡 + 𝑢𝑖 + 𝜀𝑖𝑡 
 

i は都道府県(i=1,2,,47)を、jは出発国(j=1,,8)を、tは観測時点

(t=2017.1,,2019.12,2023.1,,2024.6)を表す。 

 

𝑙𝑛 (𝑆𝑡𝑎𝑦) 𝑖𝑗𝑡は被説明変数である各国・地域からの都道府県への宿泊者数の自然対数値を

表す。𝑃𝑎𝑟𝑘𝑖𝑡 × 𝑆𝑒𝑎𝑠𝑜𝑛、𝑂𝑛𝑠𝑒𝑛𝑖𝑡 × 𝑆𝑒𝑎𝑠𝑜𝑛はそれぞれ自然公園数と季節ダミー、温泉数と

季節ダミーの交差項を、 𝑙𝑛 (𝑆𝑘𝑖) 𝑖𝑡 はスキー場数の自然対数値を表す。 𝑙𝑛 (𝐺𝐷𝑃) 𝑗𝑡、

𝑙𝑛 (𝑅𝑜𝑜𝑚) 𝑖𝑡、𝐹𝑙𝑖𝑔ℎ𝑡𝑖𝑗𝑡、はそれぞれ出発国側の名目 GDP と客室数の自然対数値、直行便ダ

ミーを表す。𝑊𝑒𝑎𝑡ℎ𝑒𝑟𝑖𝑡は気象に関するコントロール変数である。また𝑉𝑡、𝑢𝑖、𝜀𝑖𝑡は時間に

よるコントロール変数、誤差項、固有効果をそれぞれ示す。αは定数項、β₁～β₄、γ₁～γ₄、
δ₁～δ₄は推定する各変数のパラメータである。 

 

第３項 データと出典 
 本項では、分析に用いた変数のデータと出典について以下に説明する。また、記述統計

量と相関係数表を掲載する。 

 

（１）被説明変数 
 被説明変数として、各国・地域から各都道府県への延べ訪日宿泊客数を自然対数値にし

てとったものである。観光庁の「宿泊旅行統計調査」より 2017年 1月から 2019年 12月、
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コロナ禍後の 2023年 1月から 2024年 6月までの各月の延べ宿泊者数を得ることができた。

なお今回の分析対象国・地域は中国、韓国、台湾、香港、アメリカ、オーストラリア、イ

ギリス、タイである。観測数について 1 か月間の宿泊客数が 0 人の都道府県が存在し、自

然対数値に変換できないことからイギリスは 2537、タイは 2536とした。 

 

（２）説明変数 
 宿泊者数に影響を与える説明変数として、自然公園数×季節ダミー、温泉数×季節ダミ

ー、lnスキー場を設定した。 

 自然公園数×季節ダミーは、自然風景地として指定される自然公園は国立公園、国定公

園、都道府県立自然公園の 3つ10からなる。一般財団法人自然公園財団より国立公園及び国

定公園の数と、環境省の「自然保護各種データ」より、都道府県ごとの都道府県立自然公

園の登録数の合計値を数え、自然公園数とした。なお分析対象期間中に新たに登録された

ものはその月以降に一つとして加えた。また季節ダミーについて 3〜5 月、6〜8 月、9〜11

月、12〜2 月11をそれぞれ春、夏、秋、冬とし、春をベースとするダミー変数を設定し、自

然公園数との交差項とした。 

 温泉数は環境省の「温泉に関するデータ」より 2022年度までの年毎の各都道府県の温泉

地数のデータから得た。データがない 2023、24 年については 2022 年度のものを温泉地数

とした。 

 ln スキー場は、林野庁「国有林野事業統計書」よりデータを得た。スキーアクティビテ

ィを宿泊要因とする変数にするため、スキー場営業時期（11 月〜3 月）をスキー場数とし

て数え、4 月〜10 月の時期を 0 とし、自然対数値とした。ただし、0 は対数化できないた

め渡辺、藪（2020）にて用いられた逆双曲線正弦関数により変換した値12を自然対数値化

した。 

 

（３）コントロール変数 
 コントロール変数として、lnGDP、直行便ダミー、ln 客室数、晴れ日数（単位：日）、

平均気温（単位：℃）、降水量（単位：㎜）、時間によるコントロール変数を設定した。 

 lnGDP(単位：10億 USドル) は、IMFの「World Economic Outlook」より、出発地側の各

年の名目 GDP のデータを用いる。単位は当年の為替レートにより、US ドルに換算した値を

用いている。Tanaka(2013)や Vietze(2008)をはじめ多くのインバウンドを対象にした分析

では出発国側の経済規模が訪日に正の影響を与えることが示されている。本分析では各

国・地域の経済規模が宿泊数に与える影響をコントロールするために採用した。 

 直行便ダミーは、九鬼・清水（2019）は交通要因が宿泊客数に与える影響を推定するた

めに、直行便が就航した月以降の都道府県を１、その他を０とするダミー変数を設定した。

本分析では対象年度がコロナ禍後の 2023、24年を含む。コロナ禍以前の直行便就航の状態

ではない都道府県の存在や季節による直行便の就航の有無に影響を与える点を考慮した上

で、月ごとに直行便が運航していれば１、運航していなければ０とするダミー変数を作成

した。就航状況に関するデータは国土交通省「国際線就航状況」より得た。 

 
10 公益財団法人自然公園財団 HP より 
11 気象庁 HP「知識・解説時に関する用語」より 
12

 𝑙𝑛 (𝑆𝑘𝑖) ≡ ln {𝑆𝑘𝑖 + √𝑆𝑘𝑖2 + 1}に変換した 
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 ln 客室数は、各都道府県の宿泊施設における全客室数を自然対数としてとった変数であ

る。九鬼・清水（2019）では宿泊要因として観光庁の「宿泊旅行統計調査」より宿泊可能

数として変数を設定している。本分析でも先行研究にならい自然対数をとった上でコント

ロール変数として採用した。 

 晴れ日数（単位：日）、平均気温（単位：℃）、降水量（単位：㎜）に関して、森

(2019)は山口県の観光需要の季節変動について、その自然的要因として気象を変数とした。

本研究においても、都道府県ごとの各季節における気候が訪日宿泊に与える影響をコント

ロールするために晴れ日数、平均気温、降水量の変数を採用した。変数は 3 つ全て気象庁

の「過去の気象データ検索」より各都道府県の県庁所在地の月次データを用いた。晴れ日

数は各月の日照時間が加照時間の 40％以上の日13をデータとして用いた。降水量は月ごと

の合計の降水量である。 

 時間によるコントロール変数は、固定効果モデルではコントロールできない年、月によ

って変化する効果を考慮し、年ダミー、月ダミー、これに加え年ダミーと月ダミーの交差

項を作成した。年ダミーは 2017 年を、月ダミーは 1 月を、年と月の交差項は 2017 年ダミ

ー×1 月ダミーをベースとした。宿泊者数は月や年の影響を強く受けると考えられるため

コントロールする。 

 

表 14:変数の出典 

 
出典:筆者作成 

 

 表 15 で各国・地域別の ln 宿泊数と lnGDP、直行便ダミーの記述統計量を、表 16 でその

他の変数の基礎統計量を示す。また表 17で中国の相関係数表を掲載する。残り７つの国・

地域の相関係数表は省略する。自然公園数と温泉数の相関係数は 0.5152であるが、推定に

おいて自然公園数×季節ダミーと温泉数×季節ダミーにそれぞれ 0.80以上の高い相関がみ

られた。相関が強い説明変数を同じモデル式に含め推定すると多重共線性の問題が生じる

ため、今回は 2 つの変数を分け、モデルを 2 つにすることで問題を回避した。その他の

国・地域についても同様に相関係数を求め、上記以外の変数については強い相関はないこ

とを確認した。 

 
13気象庁「(参考資料）晴れ日数と降水日数の平年値データ説明より」 
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表 14:記述統計量 1 

 
出典：筆者作成 

 

表 15:記述統計量 2 

 
出典：筆者作成 
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表 16:相関係数表 

 
出典：筆者作成 

 

 

 

第４項 仮説 
 本稿では各説明変数に対し考えられる仮定を示す。図 13 は DBJ・JTBF が行った「アジア・

欧米豪訪日外国人旅行者の意向調査」の結果を表す。自然や風景の見物、桜や紅葉の鑑賞、

雪景色鑑賞、温泉入浴といった季節性を強くもつ事柄に高い関心をもっていることが分か

る。訪日外国人はこれらの要因で訪日宿泊すると考えられるため自然公園×季節ダミーは

宿泊者数に有意に影響を与えると考える。温泉について、一般に冬の寒い時季の入浴が好

まれるため温泉*冬ダミーは有意に正となる仮説をたてる。またスキー場が多い都道府県

ほどそのシーズンにスキー客が増えるということからスキー場は有意に正の影響を与える

と考える。 
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図 13:訪日旅行で体験したいこと 

 
出典：DBJ・JTBF「アジア・欧米豪訪日外国人旅行者の意向調査」より筆者作成 

 

第５項 推定結果及び結果の解釈 
本項では分析結果及びその解釈を示す。表 18～26は中国、韓国、香港、台湾、タイ、ア

メリカ、オーストラリア、イギリスの分析結果である。 

 本分析ではクラスターロバスト標準誤差を用いて、最小二乗法、固定効果モデルにより

推定した。表の（1）、（3）、（5）はモデル式１、（2）、（4）、（6）はモデル式２に

よる分析である。 
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表 17:推定結果（中国） 

 
出典：筆者作成 

 固定効果モデルにおいて自然公園×季節ダミーが有意に正であることから春に比べ夏、

秋、冬の自然見物による訪日宿泊の影響が強いと考えられる。スキー場と温泉数×冬ダミ

ーがともに有意で正であり、また係数を比較した場合自然公園×冬ダミーが最も大きいた

め、特にウィンターアクティビティや温泉の入浴といった目的で中国からの多くの宿泊客

が来日している。また直行便の運航も有意であることから訪日宿泊に影響を与えることが

示された。 
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表 18:推定結果（韓国） 

 
出典：筆者作成 

 

自然公園×秋ダミー、温泉数×秋ダミーがどちらも有意に負であることから秋は春に比

べて、自然の見物や温泉を目的とした宿泊者数が減少すると考えられる。直行便ダミーが

有意に正であることから直行便の運航が宿泊者数に影響を与えるといえる。推計結果より

韓国からの訪日宿泊客の季節性は示せておらず、宿泊者数が別の要因によるものだと推測

される。 
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表 19:推定結果（香港） 

 
出典：筆者作成 

 

 温泉数×冬ダミーが有意に正であることから、香港からの訪日客は冬の時季に温泉入浴

を目的として宿泊することが示された。またスキー場数も有意に正であり、ウィンターア

クティビティを目的とする宿泊が多いことから、スキー場数が宿泊客数に影響を与えると

考えられる。直行便の運航も影響を与える。 
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表 20:推定結果（台湾）            

 
出典：筆者作成 

  

 推定結果（3）と（4）より自然公園×夏ダミー、温泉数×夏ダミーが有意に負であるこ

とが示され、春に比べて自然見物や温泉目的による宿泊客数は減少すると判断される。ま

たスキー場が有意に正であることからスキーアクティビティを目的として、宿泊に影響を

与えている。また、直行便の運航が宿泊客数に影響を与える。 
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表 21:推定結果（タイ） 

 
出典：筆者作成 

 

 自然公園×季節ダミー、温泉数×季節ダミーにおいて有意に負であることからタイの訪

日客は夏、秋、冬に比べ春に多く宿泊していると考えられる。図７よりタイからの宿泊客

は春に多くなることが示されているが、この要因として桜の鑑賞や温泉といった日本の季

節性の高い観光資源が影響を与えると推測する。一方、スキー場数が有意に正であること

から、ウィンターアクティビティを目的とした宿泊や、直行便の運航が宿泊者数に正の影

響を与えることが示された。 
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表 22:推定結果（アメリカ） 

 
出典：筆者作成 

 

 自然公園×季節ダミーが有意に負であることから春の時季に桜などの自然観光を目的と

して宿泊客数が増加すると考えられる。係数を比較した場合、自然公園×秋ダミーの係数

が夏ダミー、冬ダミーのそれぞれの交差項の係数より大きいため、アメリカからの宿泊客

は夏や冬に比べ、春や秋に桜や紅葉といった自然の鑑賞の目的で大きく影響を与えると推

測される。一方で温泉×冬ダミーが有意に正かつ負である結果が今回の推計では生じてい

る。 
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表 23:推定結果（オーストラリア） 

 
出典：筆者作成 

 

 自然公園×夏ダミー、秋ダミーに加え、温泉×夏ダミー、秋ダミーが全て有意に負であ

る。さらに温泉数×冬ダミーとスキー場数が有意に正であることからオーストラリアから

の訪日客は冬の季節の温泉やウィンターアクティビティ目的による宿泊が特に多く、冬以

外の夏や秋にかけての宿泊は落ち込むと推測される。これはオーストラリアが南半球に位
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置し、日本が冬の時期に夏であることからスキーや温泉といった冬の観光・アクティビテ

ィの需要が高まっている結果であると解釈される。 

 

表 24:推定結果（イギリス） 

 
出典：筆者作成 

 

 自然公園×季節ダミーが有意に負であることから、アメリカと同様春の時季に桜などの

自然観光を目的として宿泊客数が増加すると考えられる。温泉×冬ダミーが有意に正と負

な結果が生じている。またスキー場数が有意に正であることから、スキーアクティビティ

需要が宿泊客数に影響を与えると考える。 
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第５節 分析のまとめ 
 分析 1 の結果、外国人の訪日は多くの都道府県で観光需要の平準化に貢献していること、

また国・地域によって貢献する都道府県は異なることが示された。また、分析 2 の結果、

外国人宿泊率を高めることは観光需要の平準化につながり、宿泊業界の全要素生産性

(TFP)に正の影響を与えることが示された。さらに、分析 3の結果、特定の季節における季

節性の高い観光資源が宿泊客数に影響を与え、国籍ごとに異なる訪日要因が存在している

ことが示された。 

 以上をまとめると、観光需要を平準化することは宿泊業界にとって有効であり、外国人

を誘客することが観光需要の平準化に貢献することが示唆された。また、国籍によって

様々な要因で訪日していることが示された。よって、季節性の高い観光資源を活用した訪

日外国人の誘客を実現するための政策を提言する必要がある。 

 本分析における研究課題としては以下の 4 つが挙げられる。1 つ目は、繁忙期に宿泊者

を誘致すると全要素生産性(TFP)に正の影響を与えることが示唆されたが、この結果は都

道府県ごとの従来の宿泊者数の差異までは十分に考慮できていない点である。2 つ目は、

変動係数に関して仮説を支持できなかった点である。これらの原因としては、日別の宿泊

に関する有益なデータが手に入らなかったことが考えられる。宿泊業界の全要素生産性

(TFP)は年別ではなく日別に需要が平準化されることにより向上することから、日別のデ

ータを用いたより厳密な分析が必要であった。3つ目は、8つの地域を分析対象とし推定を

行ったが、一部において季節による要因を示せなかった点にある。各地域の特性や日本側

の要因を考慮した更なる分析が必要である。4 つ目は直行便について内生性を考慮できて

いない点にある。 

 

第５章 政策提言 
第１節 政策提言の方向性 
 本稿では、現状分析及び分析結果を踏まえ、日本の観光需要を平準化し、宿泊業界の雇

用の安定化と生産性の向上のために、2種類の政策を提言する。 

 現状分析より、日本人の観光は長期休暇がある春季や夏季に集中し、冬季に大きく減少

すること、また休暇制度などの関係から現在の需要を変動させることは困難であることが

明らかになった。 

 分析 1 から「外国人の訪日によって各都道府県の変動係数が改善され、観光需要の平準

化に貢献する」こと、分析 2 から「変動係数が減ること、つまり観光需要を平準化するこ

とが、宿泊業の生産性に正に影響すること」が判明した。そして、分析 3 から訪日主要 8

カ国・地域の訪日要因とその時期が明確になった。 

 そこで、政策提言 1 として、ターゲットを絞り効率的な誘客を図るために、観光地域づ

くりを行う法人である DMOにおいて「e-learning platformの導入」を提言する。また、地

方の観光振興の財源を確保するために、政策提言 2として、「観光産業改善地区（TID）の

設置」を提言する。図 14が政策提言の流れである。 
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図 14:政策の方向性 

 
出典：筆者作成 

 

第２節 政策提言 
第１項 政策提言１-１ e-learning platform の導入 

（１）提言対象 
 雪国観光圏 

 

（２）施策の内容 
 分析 2 より、観光需要を平準化することは宿泊業の生産性を高めること、また、現状分

析より、冬季の誘客を行うことが日本の観光需要の平準化に繋がることが示唆された。 

 そこで、冬季にインバウンドの効率的な誘客を行うために「e-learning platform の導

入」を地域連携型の DMOである、雪国観光圏に提言する。e-learning platformとは実際に

オーストラリアやせとうち DMO で導入されており、海外の旅行会社がオンライン上でその

地の魅力や商品について自己学習できるツールのことである。図 15 は e-learning 

platformの流れを表している。 

 

図 15:e-learning platform の流れ 

 
出典：筆者作成 
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 まず、誘客のターゲットとなる国・地域を選定し登録を促す。次に、その国・地域の旅

行会社にオンライン上で商品の学習コンテンツや魅力を提供し、これによって各国の旅行

会社が自己学習できる環境を作る。そして、現地の人に直接魅力や情報を提供し、観光客

として訪日を狙う、というものである。 

 本稿では、雪国観光圏に提言するにあたり、ターゲットを中国、香港、アメリカ、タイ、

オーストラリアとする。また、提供するコンテンツとして従来に倣い、42 個14存在するス

キー場やグルメ等の魅力、首都圏からの近さという地理的魅力に加え、 e-learning 

platformを実施した旅行会社経由の観光客への宿泊費の割引クーポンの提供を提言する。 

 

（３）提言先・ターゲットを設定した背景 
 冬季にインバウンドの誘客を行うにあたり、提言先を雪国観光圏にし、ターゲットを中

国、香港、アメリカ、タイ、オーストラリアとした理由は以下の 2つである。 

 1 つ目は、分析３より多くの国・地域にとってスキーは冬季に訪日する要因となってい

ることが示唆されたからである。中国、香港、アメリカ、タイ、オーストラリアで推定結

果が有意に正になっており、スキーを目的に冬季に訪日していることが明らかになった。 

 2 つ目は、雪国観光圏には多くのスキー場があるからである。また、都市圏との距離も

近く、新潟県・群馬県・長野県と密集しているという特徴がある。 

 

（４）期待される効果 
 期待される効果は 3 つある。1 つ目は、ターゲットの選定により効率的な誘客が実現で

きることである。全世界を対象とするのではなく、ターゲットを絞り、直接働きかけるこ

とで効率的かつより効果を実感できることが期待される。 

 2 つ目は、言語という障壁を超越できることである。コンテンツの提供を英語等の言語

で行うこと、各国の旅行会社が現地の人への情報提供を行うことによって言語という障壁

を超越した誘客が可能になることが期待される。 

 3 つ目は、認知度の向上である。このシステムで情報提供を行うことで、外国人にとっ

て「日本でスキーをするなら雪国観光圏」という印象を強く与えることが期待される。 

 冬季にインバウンドの効率的な誘客を行うことによって、日本人の観光需要が減少する

冬季において観光需要を増加させることが期待できる。 

 

（５）実現可能性及び施策の限界 
 先行事例であるオーストラリアの「Aussie Specialist Program」では、80カ国・27000

の旅行会社が登録している15。また、せとうち DMO の「Setouchi Training Platform」で

は、英・仏・独語に対応し、500 以上の旅行会社が登録し、誘客の拡大が可能になってい

る16。 

 さらに、雪国観光圏が実施することで新潟県・群馬県・長野県の冬季の訪日外国人観光

客数が増加する。これによって、観光需要の平準化に貢献する可能性があることを、分析

1 で用いた変動係数の改善率を見ることで説明する。コロナ禍の影響が無いと考えられる

 
14 雪国観光圏 HP より 
15 Aussie Specialist Program HP より 
16 せとうち DMO HPより 
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2019 年の 1・2・12 月において、中国、香港、アメリカ、タイ、オーストラリアから新潟

県・群馬県・長野県への宿泊者数を 2倍にし、変動係数の改善率を検証する。表 26はその

結果であり、いずれの国・地域からの訪日でも、3 県の変動係数の改善率は上昇した。よ

って、観光需要の平準化に貢献していると言える。加えて、いずれの月の宿泊者数を 2 倍

にしても繁忙期の宿泊者数を超えないため、受け入れは可能である。 

 また、訪日外国人観光客は割引やクーポンへの関心が高いため、誘客に効果的であると

考えられる17。 

 一方、この議論は新型コロナウイルスのような不測の事態が起こらないこと、外国人に

とって日本が魅力的であり続けることが前提であり、不測の事態が発生した際の需要の大

幅な減少への対応が課題である。 

 

表 25:改善率の変化 

 
出典：筆者作成 

 

第２項 政策提言１-２ e-learning platform の導入 

（１）提言対象 
 東北観光推進機構・豊岡観光イノベーション・おおすみ観光未来会議 

 

（２）施策の内容 
 東北観光推進機構・豊岡観光イノベーション・おおすみ観光未来会議に提言するにあた

り、ターゲットを台湾、中国、香港、タイ、オーストラリアとする。また、提供するコン

 
17 訪日ラボより 
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テンツとして従来に倣い、各地の温泉やグルメ等の魅力、地理的魅力に加え、e-learning 

platformを実施した旅行会社経由の観光客への宿泊費の割引クーポンの提供を提言する。 

 

（３）提言先・ターゲットを設定した背景 
 冬季にインバウンドの誘客を行うにあたり、提言先を東北観光推進機構・豊岡観光イノ

ベーション・おおすみ観光未来会議にし、ターゲットを台湾、中国、香港、タイ、オース

トラリアとした理由は以下の 2つである。 

 1 つ目は、分析 3 より多くの国・地域にとって冬の温泉は冬季に訪日する要因となって

いることが示唆されたからである。台湾、中国、香港、タイ、オーストラリアで推定結果

が有意に正となっており、温泉を目的に冬季に訪日していることが明らかになった。 

 2 つ目は、東北地方や兵庫県、鹿児島県には多くの温泉が存在するからである18。また、

東北地方・近畿地方・九州地方と、雪国観光圏と合わせて全国的に広がることとなる。 

 

（４）実現可能性及び施策の限界 
 分析 1 で用いた変動係数の改善率を見ることで説明する。コロナ禍の影響が無いと考え

られる 2019 年の 1・2・12 月において、台湾、中国、香港、タイ、オーストラリアから青

森県・岩手県・秋田県・山形県・福島県・兵庫県・鹿児島県への宿泊者数を 2 倍にし、変

動係数の改善率を検証する。表 27はその結果であり、いずれの国・地域からの訪日でも、

7 県の変動係数の改善率は上昇した。よって、観光需要の平準化に貢献していると言える。

加えて、いずれの月の宿泊者数を 2 倍にしても繁忙期の宿泊者数を超えないため、受け入

れは可能である。施策の限界は上記と同様である。 

 
18 環境省「令和 4 年度温泉利用状況」 
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表 26:改善率の変化 

 
出典：筆者作成 
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第３項 政策提言２ 観光産業改善地区（TID）の設置 

（１）提言対象 
 観光庁・宿泊業界・サービス業界 

 

（２）施策の内容 
 観光産業改善地区（TID）とは、BID が発展し、地域の観光振興財源を確保するための仕

組みである。TID とは、限定された地区においてその地区の価値を高めるために行う公共

性の高い事業の資金調達の仕組みであり、不動産事業者等が受益者となる。TID の受益者

は観光関連産業事業者であり、受益者は TID 負担金を納付する義務を負い、地方政府が強

制力を持ち、徴収を行う。そして徴収した負担金は DMO 等に交付され、地域の観光振興に

充てられる。 

 実際にアメリカのカリフォルニア州において導入されているが、日本では国内での先行

事例がないことや、導入に伴う法整備が必要であることから導入が進んでいない。 

 現在の日本では観光財源を確保するために宿泊税の導入が進んでいる。しかし、宿泊税

には以下のような課題が存在する。1 つ目は、観光客が減少する懸念があることである。

また、宿泊料金を値下げせざるを得ない状況となることも懸念される。2 つ目は、使途が

不明瞭な点である。徴収されたすべてが観光目的に使用されているわけではなく、その運

用は議会に諮る必要があり、観光振興財源として使用される割合が減らされてしまう可能

性がある。また、日本の DMOが抱える課題として、財源不足が挙げられている。 

 本稿では、地方の観光振興のための財源の確保を目指すために、地方を TID に設定する

のではなく、日本人・外国人ともに年間を通して観光客数が多い、東京都、大阪府・京都

府、北海道において TID を導入することを提言する。そして、徴収した負担金を、地方を

含めた全国の DMO に交付することで地方の観光振興のための安定した財源とし、地方にお

ける誘客等に繋げる。図 16が本稿で提言する TIDの流れである。 
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図 16:TIDの流れ 

 
出典：日本観光振興協会「米国における TID 制度とカリフォルニア州における導入事例調査」より一部改

変 

 

（３）期待される効果 
 TID を日本人・外国人ともに年間を通して観光客数が多い、東京都、大阪府・京都府、

北海道において導入することで安定した財源の確保が期待される。宿泊業者等の収入と連

動した金額を調達する仕組みであるため、他の要因に左右されない点でも資金源としての

安定性が窺える。また、東京都、大阪府・京都府、北海道は日本の主要な観光地であるた

め、TIDによって観光客が減少することは考えにくい。 

 さらに、宿泊税とは異なり、徴収した資金は DMO の自己資金となるため、行政の指図等

を受けることがないため資金運用の自由度が大きい。DMO が安定した財源を得ることによ

って政策提言 1のような施策や、地方における観光振興に活用することが期待できる。 

 

（４）実現可能性及び施策の限界 
 平成 29 年には、広島県が内閣府に対して「平成 30 年度施策に関する提案」の中で日本

版の TID の導入について提案がなされている。また、日本総研（2020）でも税以外の観光

財源として TID の導入を検討すべきとしている。このことから、観光財源を確保するため

に TID の導入が注目されていることが窺える。日本で TID の導入が進んでないのは、国内

での先行事例がないことが挙げられているため、今後の DMO の財源不足の解決策として先

行事例を作る可能性は高いと見込まれる。 

 一方で、TID の導入に伴う法律の整備や事業者、行政等関係者の理解のための教育への

コストが施策の限界として挙げられる。 
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第３節 政策提言のまとめ 
 政策提言 1 により、ターゲットを明確にした効率的な誘客によって、日本人の観光需要

が減少する冬季において需要を増加させることが可能になると見込まれる。冬季の需要が

増加することによって、観光需要の平準化に貢献することが期待できる。 

 政策提言 2 により、地方において DMO を中心に行う観光振興のための安定した財源の確

保が可能になる。宿泊税とは異なり資金運用の自由度が高く、また、日本における今後の

TID制度導入のための先行事例となることが期待できる。 

 以上より、ターゲットとなる国・地域に直接働きかけ、効率的な誘客を行うことで、日

本人の観光需要が減少する冬季の需要を増加させることができ、観光需要の平準化に貢献

できると考える。また、このような施策や地方の観光振興のための安定した財源の確保に

繋がると考える（図 17）。 

 

図 17:政策提言のまとめ 

 
出典：筆者作成 
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おわりに 
 本稿では、「日本の観光はコロナ禍が明け回復傾向にあるが、コロナ禍以前から継続し

て観光需要の季節変動が大きいため、宿泊業界の雇用が安定せず生産性が低い」ことを問

題意識とし、宿泊者数の変動係数改善率の比較分析、観光需要の平準化が生産性に与える

影響分析、訪日外国人の宿泊地選択要因分析の 3つについて実証分析を行った。 

 最後に、①e-learning platformの導入、②観光産業改善地区の設置の 2つの政策提言を

行った。これにより、安定した財源によって地方の観光振興を行い、地方の冬季の需要を

増加させることで観光需要の平準化を図る。 

 本稿の課題は、実証分析において宿泊業界の全要素生産性を日別のデータを用いていな

いことや、一部の地域の訪日要因について季節による要因を示せなかった点が挙げられる。

また、政策においてオーバーツーリズムの懸念に対して対応できていない点も課題である。 

 より効果的な政策を提言するには事業者や自治体へのヒアリングや各国・地域ごとの特

性を考慮する必要があり、この点を今後の課題としたい。 

 最後に、我々の研究が日本の観光需要の平準化に貢献し、宿泊業界や日本経済の発展に

寄与することを願い、結びとする。 
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2024/11/5データ取得 

・環境省 日本の国立公園「自然保護各種データ」自然公園等利用者数調（令和 4年） 

（https://www.env.go.jp/park/doc/data.html）2024/11/5データ取得 

・一般財団法人自然公園財団「日本の自然公園」2024/11/5データ取得 

・環境省「温泉に関するデータ」（https://www.env.go.jp/nature/onsen/data/）

2024/11/5データ取得 

・林野庁「国有林野事業統計書」（https://www.e-stat.go.jp/dbview?sid=0002006211）

2024/11/5データ取得 

・国土交通省「国際線就航状況」

（https://www.mlit.go.jp/koku/koku_tk1_000013.html）2024/11/5データ取得 

・国土交通省気象庁「過去の気象データ検索」 

（https://www.data.jma.go.jp/stats/etrn/index.php）2024/11/5データ取得 

・IMF“World Economic Outlook Database” 

(https://www.imf.org/en/Publications/WEO/weo-database/2024/October) 

 2024/11/5データ取得 

・厚生労働省(2024)「賃金構造基本統計調査」2024/11/5 データ取得 

(https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/chinginkouzou.html） 

・総務省(2024)「経済センサス」2024/11/5データ取得 

(https://www.meti.go.jp/statistics/tyo/census/r3result/r03_index.html) 

 

https://www.env.go.jp/park/doc/data.html%EF%BC%892024/10/20%E3%83%87%E3%83%BC%E3%82%BF%E5%8F%96%E5%BE%97

